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西多摩郡奥多摩町議会事務局
平成２２年第２回奥多摩町議会定例会　会議録
１．平成22年６月11日午前10時00分、第２回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２．出席議員は、次のとおりである。

第１番　師岡　伸公君　　第2番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君
第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君
第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君
第10番　澤本　　章君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３．欠席議員は、次のとおりである。

なし

４．会議事件は、次のとおりである。

　　別紙本日の「議事日程表」のとおり

５．職務のため出席したものは、次のとおりである。

　　議会事務局長　大野　　尚君　　　　議会係長　浅見　隆久君

６．地方自治法第１２１条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　町　　　　長　　河村　文夫君　　　副   町   長　　村木　義雄君
　　教 　育 　長　　栃元　　誠君　　　企画財政課長　　加藤　一美君

企画財政課主幹　　清水　信行君　　　総務課長　　原島　　肇君
住民課長　　浜野　武雄君　　　福祉保健課長　　若菜　伸一君

　観光産業課長　　加藤　博士君　　　地域整備課長　　宮田　昭治君

　　教育課長　　井上　永一君　　　会計管理者　　清水　　明君

　病院長　　堀内　　正君　　　病院事務長　　川村　文雄君
　　

　　　　　　　

　

平成２２年第２回奥多摩町議会定例会議事日程［第２号］

　　　　平成22年６月11日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前10時00分　開議
会　期　平成２２年６月８日～６月１１日（４日間）
	日程
	議案　番号
	事　　　　件　　　　名
	結　果

	１
	―――
	議長開議宣告
	―――

	２
	―――
	一般質問（６名）

　　　　１　　６番　竹　内　和　男　議員

　　　　

　　　　２　　１番　師　岡　伸　公　議員

　　　　３　　２番　酒　井　正　利　議員

　　　　４　１４番　島　崎　利　雄　議員

　　　　５　　５番　増　田　ひさ子　議員

　　　　６　　３番　原　島　伸　行　議員

　　　　　　　　
	―――

	３
	陳情第１号
	　選択的夫婦別姓制度の法制化に反対する意見書の提出に関する陳情書　　　（総務文教常任委員会委員長報告）
	趣旨採択

	４
	陳情第２号
	子ども手当の廃止を求める意見書の提出に関する陳情書

（経済厚生常任委員会委員長報告）
	趣旨採択

	５
	陳情第３号
	　人権侵害救済法の成立に反対する意見書の提出に関する陳情書　　　　　　（総務文教常任委員会委員長報告）
	趣旨採択

	５
	―――
	　各常任委員会、議会運営委員会及び下水道事業特別委員会の特定事件に関する閉会中の継続調査について
	決　　定

	６
	―――
	町長あいさつ
	―――


（午後１時55分　閉会）

　

午前10時00分　開議

○議長（澤本　　章君）　皆さん、おはようございます。
　直ちに本日の会議を開きます。
　本日の日程はお手元に配布のとおりであります。ご協力のほどよろしくお願いします。
　次に、日程第２　一般質問を行います。
　通告のありました議員は６名であります。
　これより通告順に行います。初めに、６番竹内　和男議員。
［６番　竹内　和男君　登壇］
○６番（竹内　和男君）　平成22年第２回奥多摩町議会定例会における一般質問を行います。

　件名は、奥多摩町の森林施策や木材利用推進について、お伺いをいたします。
　農林水産省が平成21年12月に「森林林業再生プラン、コンクリート社会から木の社会へ」を公表し、現在、同プランを着実に推進するため森林林業再生プラン推進本部を設置し、検討委員会の中で制度面、実践面それぞれの具体的な対策の検討を行っていると聞いております。

　また、農林水産省木材利用推進計画が平成21年12月に策定され、地球温暖化の防止や資源循環社会の形成等に資する観点から、農林水産省をあげて木材利用の推進に取り組むとともに、政府全体の取り組みに広げ、さらには地方公共団体や民間企業、消費者まで浸透させるとしております。

　その中で公共土木工事や補助事業対象施設等を木造、木質化で建設することを明記するなど積極的に取り組むとしており、まさに国をあげて森林林業の再生や国産材の活用、利用推進に取り組んでいくことで、今が林業振興のチャンスの時期ではないかと思っております。
　また、この木材利用推進計画に基づき、公共建物等における木材の利用の推進に関する法律が６月ごろには成立するとしましたが、実際には５月19日に成立されております。国や都の施策にのる町の取り組みも必要と思いますが、いかがでしょうか。

　ほかの市町村は市有林や村有林を活用した森づくり等の協定を結び、積極的に取り組んでいます。
また、木材の利用推進として、檜原村では地場産材利用推進事業で地場産材を使用した木造住宅の新築、増築、改築を行なう村民に、１㎥あたり２万円を交付し50万円を限度額として補助を行なっておりますが、具体的に町として２万1,000ｈａの森林の木材利用推進計画や森林施策があるか、町の考えをお聞かせください。

○議長（澤本　　章君）　町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　６番竹内　和男議員の「奥多摩町の森林施策や木材利用推進について」の一般質問にお答え申し上げます。
我が国の森林地帯に立地する市町村の多くは、地域人口の減少による過疎化の進行や林業従事者の減少、高齢化や木材価格の低迷による地域産業の減退など、きわめて厳しい状況におかれ、森林の荒廃や森林整備の遅れなどの問題を抱えております。
一方、森林の整備や木材の利用が、林業振興に加え地球温暖化対策にも大きく貢献することから、国土の３分の２を占める森林資源の果たす役割が大きく注目されるようになってまいりました。このような状況の中、国や都も森林の持つ機能を保全するため様々な取り組みを始めております。
東京都においては、平成21年度からの10か年を対象とした「森づくり推進プラン」が改定され、産業労働局や環境局が各種の事業を推進していますし、国においても従来からの事業の他に、21年度補正予算で「森林整備加速化・林業再生事業」を新規に計上して森林整備の促進を図り、また、昨年12月に農林水産省が策定した「森林林業再生プラン」では、環境をベースとした成長戦略の中に林業・林産業の再生を位置付け、木材の安定供給力の強化を軸にした対策より、雇用も含めた地域再生を図るため、路網・作業システムのハード整備や人材育成などのソフト整備も含めた森林・林業政策を全面的に見直すなど、10年後までに50％の木材自給率を目指した計画となっております。

　この目標を達成するため、今国会に「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が提出され、５月19日に国会で成立いたしました。

　今後は、この法律に基づき地方公共団体にも地域産木材の利用を増やすよう努力義務が課せられるところですが、詳細につきましては、今後、説明会等が行われると思われますので、内容を確認して町で取り組める事業を実施してまいりたいと考えております。
　なお、町では福祉会館や海沢若者住宅の建設で、また学校給食センターの木造化や小中学校の学習机を奥多摩産材を使用した天板に張り替えるなど、既に公共建築物への木材利用について積極的に取り組んでいるところでありますが、今後も国や都の制度を積極的に取り入れて木材利用を推進してまいりたいと考えております。
　次に、町有林などを活用した森づくり等の協定ですが、現在、町内の民有林を活用した協定は９件締結されており、スギやヒノキの針葉樹から、コナラやケヤキ、モミジなどの広葉樹に樹種転換された森となっております。
　この森の内訳ですが、市民の森が２箇所、企業の森が２箇所、団体・グループの森が４箇所、また公有地を活用した森としては、今年４月に協定を結びました大丹波の町有林を利用した団体の森が１箇所となっております。
　今後も二酸化炭素の排出権取引など環境問題に向けた森づくりを進めるため、東京都農林水産振興財団などと連携して進めてまいりたいと考えております。
　次に、町の木材利用促進計画や森林施策ですが、森林の公益的機能の回復と森林の再生を図ることを目的に実施している森林再生事業や花粉症対策事業などは、今後も東京都に予算の確保をお願いして事業を継続してまいります。
　また、木材の利用促進につきましては、国会で成立した法律の具体的な事業内容を検証しまして、促進方法を考えたいと思いますが、間伐事業などで伐採した木材の利用については早急に考えていかなければならない問題と思っております。
　近年、地球温暖化防止対策や環境意識の向上により、木材に対する価値観が変わってきており、木材を使った家具や木質バイオマスを利用したストーブなどが、一般家庭にも普及してまいりました。
　国内の林産地においても木質バイオマスを活用した地域づくりが推進されていますが、町におきましても奥多摩温泉もえぎの湯の灯油焚きボイラーに代えて、木質バイオマスボイラーの更新を検討していますし、今年度は化石燃料からの脱却を図り、地域にある豊かな木質資源を活用するための木質バイオマス利活用計画を策定する予定で作業を進めております。
　木材の利用を促進するためには、搬出にかかる経費削減や簡単な搬出方法なども研究していかなければならない問題ですので、都に要望を行うなど、引き続き木材の利用促進に取り組み、また、新たな木質資源の活用を構築するなど、今後も森林整備事業を推進してまいりたいと考えております。
○議長（澤本　　章君）　竹内　和男議員、再質問はありますか。
○６番（竹内　和男君）　はい。
○議長（澤本　　章君）　どうぞ。
○６番（竹内　和男君）　21世紀は水の時代といわれるように、飲料メーカーは水資源を見つけています。野鳥の会とかいって「水を使わせてください」というように、奥多摩の湧き水、清流をメーカーが目をつけております。

　今、町長からお話をいただきましたけれども、大岳山の頂上近く、あきる野市と協定を結び、サントリー天然水の森としてサントリーホールディング株式会社とあきる野市は大岳山の南東部、檜原方面の頂上近くの森、「サントリー天然水の森　奥多摩」として整備することを決め、協定を結んでおります。
「響きあう森」、「巨樹と清流の町　奥多摩」、「水と空気、それに森の三重奏」、清流で育った良質の材に間伐を進めていただいた山も明るくなりました。今後は町の木材を利用する施策を進めていくことをお願いして、一般質問を終わります。
　観光産業課長、何かあったらお話しください。
○議長（澤本　　章君）　観光産業課長
○観光産業課長（加藤　博士君）　竹内　和男議員の再質問にお答えいたします。
　ただいまのご質問の中にございました、あきる野市のサントリーの森でございますが、たしかに最近、飲料水メーカー等が企業イメージを高めるために森づくり事業への参加が積極的になっております。
　当町でも先ほど町長の答弁にありました、町有林を活用した森づくり、団体の森がございますが、実はこの森は地球緑化センターという団体が仲介に入っているんですが、実際に植林をしたのはというメタウォーターという会社が町有地に植林を行なっています。メタウォーターですが、上下水や再生水処理を中心としている会社でございますので、今、議員のご質問にございました奥多摩の水という部分で、企業イメージを上げるという部分で、今後、町もメタウォーターさんにもう少し積極的に話を進めていければ、企業イメージと町の利益と合致する部分があるのかな、と考えております。

そのようなことも考えまして、今後またメタウォーターさんにもう少し大きい部分の森づくりに関与していただけるか等、進めてまいりたいと思いますのでご理解をいただきたいと思います。
　以上でございます。
○議長（澤本　　章君）　以上で６番竹内　和男議員の一般質問は終わります。
　次に、１番師岡　伸公議員。
［１番　師岡　伸公君　登壇］
○１番（師岡　伸公君）　それでは２点にわたりまして質問をさせていただきます。
　一つ目は、奥多摩湖の湖面利用の今後について、でございます。
　先の３月議会でも前田議員から今後の奥多摩湖の湖面利用推進の可能性ということで質問が出されました。その折、歴史的な背景や観光事業としての厳しさというご答弁がありましたが、一方で東京都との合意には至っていない現実もあるけれども、町長ご自身、別の観点からいろいろお考えがあるとのお話もいただきました。ぜひ早い時期に具体的なプランとしてお聞かせいただければありがたい、というふうに思っています。
　そこで改めまして今日は、その湖面利用につきましての一つの案としてのお話をさせていただきたいと思います。
　初めに、ソーラーボート等を利用した水源環境教育の推進について、お伺いをいたします。
　飲料水の水質保全を考慮したソーラーボート等、環境に配慮した船によって、地元はもとより東京都全域の児童生徒の環境教育の一旦として活用できませんでしょうか。
　町は本年から念願でありました水道事業の一元化を実現されました。これは先人が水源をしっかり守ってくださいましたこと、そして奥多摩湖の完成に町が尽力されたことなど、多くの皆様のご苦労が実ったものであると思います。この水源を守ってきた奥多摩の東京における価値を、より一層高め認識していただくためにも有効な湖面の利用、それには教育的な視点からの推進が望ましいのではないか、というふうに考えます。
　今、小学校では自然にふれる機会を多くし感受性を豊かに、そして環境にかかわる事象を具体的に認識させること、中学校におきましてはその上で因果関係や相互関係を理解する力や問題解決能力を育成することなどを、環境教育の推進方針としているところを多く見受けられます。水資源確保のためのダム建設の経緯と歴史、そして現在の住環境における水の大切さを、太陽エネルギーを使って作動する船から眺める景色とともに学べたら、というふうに思います。
　ソーラーボートは現在、生産量も少なく非常に高額であり、観光事業として単一自治体で運営するにはコスト面、運営面ともに高いハードルがあることは否めません。しかし、申し上げましたような目的で東京都への理解を求めることはできないでしょうか。町長のご所見をお伺いいたします。
　次に、奥多摩湖の湖面利用の二つ目として、ワカサギ増殖による冬の観光活性化について、でございます。
　冬の観光対策につきましては、当町の長年の課題でありますが、ここ数年、不振のワカサギ漁の復活についてお伺いをするものであります。
　昭和63年、今から二十数年前に「奥多摩湖におけるワカサギふ化場設置に関する陳情書」が関係５団体より東京都知事宛に提出されました。都民に親しまれる冬のレジャーとして安定した卵が確保のできる、ふ化場の設置や釣場の確保を盛り込んだものでありました。以来、町当局、地元、そして釣商組合など、関係者のご尽力で峰谷川のふ化場の設置、渇水時対策等、ワカサギの増殖への対策が実現されました。

　しかしながら、１年魚であるワカサギの特性から、観光地として集客するには湖の広さに対しての絶対数の不足は否めません。今年も東京都水道局、奥多摩愛護会、西東京釣具商組合のご協力で諏訪湖から、そして西網走産など約7,200万粒の卵をいただいておりますが、関係者によりますとやはり理想値は３億以上が望ましい、この奥多摩湖に関しては広さからみると３億以上ほしいということでございました。

　そこで以下にについてお伺いをいたします。
　一つ目は、東京都との覚書によります予算措置の現状と今後の方向性について、でございます。
　二つ目は、安全な釣場の確保として桟橋の設置や護岸の整備等について。
　三つ目は、ふ化場と湖面を結ぶ環境の整備、しゅんせつ作業やふ化卵を湖まで届けるパイプの延長などの渇水時対策について。
　そして最後に、ブラックバス及び川鵜対策の現状について。
　以上でございます。
　観光地としての活性化と水質の保全については相反するところも考えられますが、釣り人のマナーの向上、各団体の啓発活動を高める契機としてのご検討をお願いしたいというふうに思っております。
　釣りの王道とされておりますヘラブナ釣の全国的規模の団体も、この奥多摩湖によせる大きな期待があります。水源として水質の保全が第一であるのは奥多摩湖建設当初から変わらぬものであります。ワカサギ事業も水質管理のバロメータの一旦であるとのお話も伺います。これらのことを念頭におきまして、私たちは議論を進めていかなくてはいけないと考えております。
　以上、二つの観点から奥多摩湖湖面利用についてお伺いをいたします。
　続きまして、二つ目の質問です。防災無線による児童生徒の安全対策について、でございます。
　新年度も早２か月が経過いたしました。新入学児童生徒も通学に慣れた頃かな、というふうに思います。登下校指導につきましては現場の先生方、そして地域の皆様によって安全確保が保たれておりますが、そこでなお一層、地域の皆様の協力を仰ぐ意味でも、下校時刻に合わせ児童生徒が下校するお知らせを防災無線等で地域住民にお知らせし、さらなる安全確保に努められてはいかがでございましょうか。
氷川地区と古里地区、小学校、中学校の時間割の違いなど、また、学期や季節によっても帰宅時が様々で、その都度の対応には非常な難しさがあろうかとは思いますが、ぜひご検討くださいますようお願いいたします。
以上、町の所見をお伺いするものであります。よろしくお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　１番師岡　伸公議員の一般質問にお答え申し上げます。
 初めに、「奥多摩湖の湖面利用として、ソーラーボート等を利用した水源環境教育の推進について」でありますが、議員からは教育の視点から、水の大切さやダムの役割を湖面のボートから学習できるよう、また水質保全の観点から、ソーラーボートを導入した湖面利用についてのご質問でございます。

ご承知のように奥多摩湖は、日増しに増加する都民の飲料水の確保を目的に、昭和32年に完成し、既に52年の歳月が経過しておりますが、ダムの建設に際し、945世帯、6,000人の住民が移転を余儀なくされ、やむなく故郷を離れることになった方がたのお気持ちやご苦労は、50年以上経過した現在でも多くの人々に語り継がれているところであります。

　奥多摩湖は、このように大きな犠牲のもと建設されたものでありますが、その後も首都東京の人口増加は止まらず、現在では、多摩川水系、荒川水系、利根川水系の３水系から都民の飲料水を確保している状況にあります。
当町では、ダム建設当時から現在に至るまで、奥多摩湖の湖面に観光用の船舶を導入して、一大観光地の実現を要望してまいりましたが、先ほど申し上げましたように、人口の増加に伴い、その大部分の飲料水を他県に依存している状況の中で、自らが管理している湖に新たに船舶を導入することは、たとえ水質汚染に心配のない船舶であっても、他県に対する説明が難しいという理由から、現時点では困難である、というふうにいわれております。
　また、東京都水道局においても、奥多摩湖への船舶の導入については困難であるという前提のもと、これに代わる住民の生活基盤の整備や、観光用公衆トイレの設置、森林セラピーロードとして「奥多摩湖いこいの路」の認定、さらには、この４月からの都営水道一元化など、様々な形で当町の行政運営に対してご支援をいただいている状況でございます。

　このような現状から、ご提案をいただきました水辺教育等につきましては、現在、町も後援者となっているＮＰＯ法人「奥多摩カヌーセンター」が、東京都交通局のご理解とご支援のもと、白丸湖で実施しているカヌー教室等を通じて、子どもたちに普及してまいりたいと考えております。
　また、奥多摩湖への観光用船舶等の導入は、住民の長年の夢でもあり、あきらめている訳ではありませんが、今後の時代の変化や観光ニーズという機会をとらえ、引き続き要望してまいりたいと考えております。
　次に、「ワカサギ増殖による冬の観光活性化について」ですが、昭和32年に完成しました奥多摩湖は、年間を通して多くの観光客や釣り人が訪れ、町を代表する観光拠点となっております。

　１点目の「東京都との覚書による予算措置の現状と今後の方向性」ですが、昭和32年の小河内ダム完成を受け、ダムを活用した地域振興の一環として、昭和38年に東京都水道局及び奥多摩町、奥多摩漁業協同組合の３者で結びました覚書により、水道局の費用負担で魚資源の増殖が行われるようになりました。

　その後、冬季の観光客を誘致するため、ワカサギ釣りによる観光振興を目指し、ワカサギの放流を町として要望してまいりました。
　これまでの放流状況ですが、昭和38年より水道局の委託事業としてワカサギの卵の放流が開始され、平成９年までは東京都水産試験場奥多摩分場が受託者として実施し、平成10年からは東京都鮎鱒養殖漁業協同組合が受託者として実施しております。

　また、この事業とは別に、昭和59年より日本釣振興会と西多摩釣具商組合が共同で、更に地元の奥多摩湖愛護会も独自事業として、毎年卵の放流を 行っております。

　 昭和63年には西多摩釣具商組合の陳情を受けワカサギふ化施設が整備され、以降はふ化施設を活用した放流事業を実施しているところでございます。

　 近年のワカサギ卵の放流数ですが、水道局の委託事業で5,000万粒、日本釣振興会と西多摩釣具商組合が2,000万粒、奥多摩湖愛護会が300万粒の、合計7,300万粒が放流されており、今後もワカサギ卵の放流は継続されていく予定でございます。

　２点目の「安全な釣り場の確保として桟橋の設置や護岸の整備」ですが、釣客数の増加と安心して釣ができる場所となるよう、水道局に対して桟橋の設置や護岸整備を要望してまいりましたが、湖面の水位が大きく変化することや湖岸が急峻なため安全管理の面から、また貴重な都民の飲料水の水質を保全するということで、桟橋の設置や釣り用の護岸整備を行うことは難しい状況というふうに伺っております。

　３点目の「ふ化場と湖面を結ぶ環境の整備」ですが、昭和63年の要望を受けて雲風呂に整備されたワカサギのふ化施設は、ふ化したワカサギを導水管によって峰谷川に放流し、湖に自然流下する形の施設となっております。

この施設は峰谷川がダムに注ぎ込む場所に設置されているため、上流より運ばれた土砂が徐々に堆積して河床が上がり、川が伏流状態になって放流したワカサギが湖に流下できない状況となりました。
　このため、水道局に峰谷川の堆積土砂のしゅんせつを要望し、実施していただきましたので、今期はふ化したワカサギを順調に奥多摩湖に放流することができると考えております。
　今後も峰谷川の堆積状況を見ながら、ふ化場から支障なく放流できる環境を維持するため、水道局にしゅんせつなどの要望を継続して行ってまいりたいと思っています。
　４点目の「ブラックバスおよび川鵜対策」ですが、ブラックバスにつきましては水道局や町などで過去に放流した経緯はなく 愛好家が放流したものが自然増加したものと考えられております。

　このブラックバスの食害につきましては、以前から魚の稚魚を放流してもブラックバスに食べられ、なかなか増えないと指摘されておりました。
　このため都ではブラックバスの生息調査等を行い対策を考えておりますが、現在のところブラックバスを取り尽くすしか有効な方法はない、というふうに聞いております。
　また、川鵜についても現在のところ適切な対策がないということでございます。
　ブラックバス及び川鵜対策については、東京都の関係部局に有効な対策を研究していただき、奥多摩湖を活用した観光振興が図れるよう、今後も引き続き要望してまいりたいと考えております。
 次に、「防災無線による児童生徒の安全対策について」の一般質問につきましては、教育委員会の所管事項となりますので、教育長から答弁をさせます。

○議長（澤本　　章君）　教育長。
○教育長（栃元　　誠君） １番師岡　伸公議員の「防災無線による児童生徒の安全対策について」の一般質問にお答えいたします。

　 町の防災行政無線は平成２年４月に、当時の有線放送事業を廃止し開局したもので、行政機関から住民及び地域に対する情報提供手段として、町内各家庭、事業所に受信機を貸与、設置しており、電波法に定められております防災行政事務を中心に、平常時の一般行政事務に使用しております。

　 現在、役場庁舎内放送室のほか、消防、警察、学校等の官公庁や、自治会から「ページング放送」が利用可能となっており、必要に応じてご利用いただいているところでございます。

　児童生徒の登下校時の安全確保対策につきましては、各小・中学校で安全指導日の設定、地域ごとの集団登下校、地域安全マップを作成して登下校時の通学路における危険箇所をあらかじめ調査し、安全な通学路を児童生徒及び家庭に周知を徹底させております。
　事故や事件の未然防止には、セーフティ教室を実施し安全教育の充実を図るとともに、学校、地域、家庭及び警察等の関係機関で連携し、交通安全指導、声かけ事案等への指導、併せて学校への指導も徹底しております。
　しかし、登下校時の安全確保につきましては、学校での指導のほか、地域住民の方が関心を持ち、見守りをしていただくことが大切であると考えます。
町では、地域の方にもご協力をいただきながら「子ども１１０番の家」を町内各所に設置するとともに、防犯ブザー・熊鈴の貸与、また、緊急時には学校から防災行政無線で臨時放送を流すとともに、保護者へはスクールーＩネットを使い、携帯電話へメール配信、熊等の目撃情報、近隣での不審者情報が寄せられた場合には、教職員が引率し下校する等の対応も取り、安全対策を図っているところであります。
  ご提案いただきました、「下校時刻に合わせ、児童生徒が下校するお知らせを防災無線で地域住民に知らせ、さらなる安全確保を」ですが、現在、小学校・中学校では下校時間が相違しており、小学校でも低学年・高学年、あるいは曜日によっても下校時間が違うこと、中学校でもクラブ活動により、下校時間が違うこと、加えて低学年の児童については、約80％が学童保育へ加入していること等を考えますと、下校時間に合わせて放送することは非常に難しいと考えます。

　しかしながら、安全対策という点から考えますと、地域の方に登下校の見守りに協力していただくことが児童生徒の大きな力になりますので、今後、学校とも協議し、学校だよりを通して、地域の方へ教育課程で定めた下校時間をお知らせするとともに、防災行政無線放送でも定期的に登下校の見守りについてご協力のお願いをする等対策を図ってまいります。
○議長（澤本　　章君）　師岡　伸公議員、再質問はありますか。
○１番（師岡　伸公君）　はい、お願いします。
○議長（澤本　　章君）　どうぞ。
○１番（師岡　伸公君）　それでは、ワカサギの件で幾つか質問をさせていただきたいと思います。
　先ほど東京都との覚書につきまして詳細にご説明をいただきましたが、実際に受託されている箇所で放流の対象魚なんですが、もちろんワカサギは当然入っていると思うんですけれども、ほかにどんな種類のものを放流しているのか。
　それから、先ほど申し上げた全体的な予算ですね、経年で大体どのくらい確保されているのか。もしその辺がわかりましたらお願いをしたいと思います。
　それから二つ目なんですが、先ほどやはり水位の変化ということが一番、釣場の安全対策設置については厳しいというお話をいただきました。まさしくそのとおりだとは思いますが、以前、昭和63年度以降、「町が管理をしてくれるならば、設置については東京都の方も特に問題はないですよ」というふうなことがあったというふうなことを関係者の方からちょっと漏れ聞きましたけれども、その辺の経緯と課題、課題は先ほどの町長のご答弁でもある程度明らかではございますが、その辺にもしお話がございましたらお聞かせいただきたいということです。

　三つ目は、今、奥多摩湖では釣りに関しての入漁料の制度というのは多分ないのかな、というふうに私は記憶していますが、入漁料というよりも先ほど来、いろんな形で環境整備というふうなお話が出ている以上、例えば特に釣人の場合はマナーが問われますので、その環境に耐えられる啓発と合わせて、たとえ小額でも環境美化協力費のような名目で協力を仰ぐような形というのはとれないのかな、というふうに思いますが、その辺につきましてお願いします。
　それからもう一つ、しゅんせつ作業、いわゆる峰谷川から湖面に続くしゅんせつ作業を毎年のようにやっていただいているようですけれども、例えば魚の産卵期を避け、その時期について、しゅんせつをしていただく時期に関係者の立会いですとか、こういうふうにやったらもう少し、いろんな意味で伏流水を防げるとか、それから土砂の保管場所がどこが適当かとか、具体的な方法についてそういう立会いなども必要なのかなと。せっかくやっていただいて、ちょっとした水でまた元に戻ってしまうというようなことを防ぐためにも、そういうふうな立会いみたいなものがもし可能であるかどうか。
　その辺、４点について恐れ入りますがよろしくお願いいたします。
　以上です。
○議長（澤本　　章君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、師岡議員の再質問についてお答えします。
　まず１点目のワカサギなどの放流対象魚でございますが、ワカサギのほかにはマスとヤマメというふうに聞いております。具体的には先ほど町長の答弁にありましたように、東京都水道局が直に契約で行なっておりますので、細かい部分まではちょっと把握していないというのが現状でございます。
　それと予算でございますが、東京都がどのくらいの予算を使っているかということなんですけれども、ちょっと古い資料しか手元にございませんが、昭和52年には200万円をこの放流対策経費に充てているということは聞いております。この後、覚書等を町と結んだ経緯はないと思いますので、おそらくこれが新しい数値ではないかと考えております。

　それと、水位の変化でございますが、たしかに町長の答弁のとおり奥多摩湖の場合は急峻ということで、それと桟橋等を設置した場合には水位の変化によって深さが随分変わってしまうという部分での危険性、いわゆる安全性の面からもなかなか水道局としても、つくっても町で管理しても、結局は水道局用地という形で責任の所在がはっきりしないということで、なかなか難しいという話が過去にはございました。それと、最近は奥多摩湖の水位も冬場と夏場で結構変わりますので、またなかなか難しいのかな、と考えております。
　入漁料の関係でございますが、議員ご存知のとおり、奥多摩湖は公開漁場という形になっておりますので、現時点では入漁料は取れないという形になっていますし、また、取るために漁業組合と水道局と話し合いをすれば可能性が出るのかと思いますけれども、じゃあ、どういう形で取るのか、という部分も含めますとなかなかそれも現実的には難しいのかな、という気はしております。
　それとしゅんせつの関係ですが、これにつきましては議員も現地をご覧になっていると思いますので、おわかりと思いますけれども、湖の堆積が相当進んでしまった。特に旧小河内小・中学校の前まで堆積しているということで、これはしゅんせつするということになると湖部分に相当入ってしまうということがございますし、峰谷川自体が相当河床が上がるということで、これを取りもどすには相当大きな経費、また、時間が必要と考えておりますので、なかなか難しいのかな、と考えております。
　ただ、いずれにいたしましても放流するためには水路をスムーズに魚が流れなければ魚は死んでしまいますので、これについては毎年、放流時期を見守って水道局の方に要望して、放流がスムーズにいくようにしていきたいと考えております。
　私からは以上です。
○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　ただいまのご質問の捕捉をさせていただきたいと思いますけれども、平成21年度に峰谷川から土砂の搬出を１万㎥搬出しております。搬出先につきましては、水道局の方からの報告では、山梨県の塩山市内の水源林の残土処分場の方へ運んだという話は聞いておりますけれども、その後の活用はちょっとわかりません。たぶん林道の整備か何かに使いたいということでお話は伺っております。

　それからあと、全部は搬出できないということで、河川の真ん中の流れるところを確保する関係で両脇に積み上げたということで、とりあえず今回、21年度につきましては、その辺の作業をされたということで報告を受けておりますのでよろしくお願いいたします。

○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。
○１番（師岡　伸公君）　すいません、要望を一つお願いします。
○議長（澤本　　章君）　はい、認めます。師岡　伸公議員。
○１番（師岡　伸公君）　すいません、ありがとうございます。
　今のしゅんせつのご苦労なども、私は現場に一度も立ち会ったことがないので本当に大変な作業かと思います。まして、ある程度、わかっている人が立ち会わないと非常にこういうのは困難な作業になろうかと思いますけれども、ぜひその辺につきましてもまたご配慮いただければというふうに思います。
　今、峰谷川に施設がありますけれども、先日、ちょっと行きましたら山のふるさと村に流れ込む沢づたいも、非常にふ化場としても関係者によると適している。流れ込みのところも格好の釣場というふうにいわれています。先日、ふるさと村にお邪魔したときに、レストランも非常に多くのメニューを今そろえて頑張っていらっしゃいました。
　ただ、当日、来場されたお客様に「土産物はありませんか」と私は尋ねられたんですけれども、「ああ、そういえば土産物は売っていないな」というふうに改めて気付きました。願わくば若干の奥多摩としての土産物があればな、と思いましたけれども、これもある程度の集客があって運営の一部に入れればという、そういう課題であろうと思います。
ここで冬だけでなくて冬以外もキャビンの値下げをして集客をするという方針が出ましたけれども、そういう冬のキャビンの値下げによる売り上げ増の実績というのも昨年からありますので、ぜひ家族で楽しめるワカサギ釣りでございます。将来の顧客誘引にもつながるんじゃないかと思いますので、冬の観光、星の観察などとともに、いわゆる周辺で実施できればな、というふうに思います。今一度、ワカサギの復活を実現できたら、二十数年も、それこそ30年以上でしょうか、長きにわたる関係者の頑張りをぜひ奥多摩の観光活性化につなげていきたい、というふうに改めて先日、思いました。
それから、水源環境の問題については、歴史というのは非常に古く明治に遡るようですけれども、当時、学者の説で「水源地の荒廃で、このままだと東京市の水はたちまち欠乏を来たす」という資料がありました。それまで皇室の管理であった御領地、多摩川上流の御領林を譲り受けて東京都が森林管理を初めて始めたんだ、という経緯があるようです。それから笠取山周辺の森林も、山梨県から明治から大正にかけて譲り受けたというふうに聞いています。
このような歴史と背景を持つ奥多摩の山、奥多摩の水について今後とも、誰もが思っておりますが、東京の水資源として果たしてきた役割と経緯を伝えていくことが私たち奥多摩の責務であると思うし、また、東京都にもそういうふうに考えていただきたいというふうに思います。
今後の湖面利用につきましては、本当に様々なハードルがあって大変なことであるというのはもう十分承知をしておりますが、一層、東京都の理解がいただけますよう町当局の一層のご尽力をお願い申し上げまして要望でございます。よろしくお願いします。終わります。ありがとうございました。
○議長（澤本　　章君）　以上で１番師岡　伸公議員の一般質問は終わります。
お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時00分から再開といたします。

午前10時48分　休憩

午前11時00分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　次に、２番酒井　正利議員。
［２番　酒井　正利君　登壇］

○２番（酒井　正利君）　それでは一般質問をさせていただきます。
　自主防災組織について伺います。
　１番目に、奥多摩町の自主防災組織の現状について、自主防災組織とはどんな組織か、いつごろから始まったのか、また、現在、何か所で組織されているか。
　２番目に、自主防災組織の仕組みや形態について、それぞれの組織の仕組みはどのようになっているか。
　３番目に、自主防災組織の活動状況について、自治会の自主防災組織の活動がどのように行なわれているか。
　４番目に、奥多摩町の今後の指導方針について、町としては今後どのように指導していくのか。
　以上４点についてお聞きします。
○議長（澤本　　章君）　町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　２番酒井　正利議員の「自主防災組織について」の一般質問にお答え申し上げます。
平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災は、数千人の死者発生と阪神・淡路地域の行政・経済機能停止という大被害をもたらし、従来の防災観を大きく揺さぶったことは、記憶に新しいところであります。
また、平成12年頃から、東海地震、東南海・南海地震の発生が予測されるようになり、行政における消防力・防災力の強化と平行して、住民による自主防災組織の育成が防災行政の最重要事項と認識され、平成21年４月現在、全国で、1,658市町村で13万9,316の自主防災組織が結成されております。

「自主防災組織」は、地域住民が自主的な防災活動を行うことにより、災害予防及び地震、その他災害等発生時に、自主的に、救出・救護、避難誘導、給食給水及び情報の管理を行い、被害の拡大防止を目的に組織され、町では、平成５年頃から組織化が始まり、現在７自治会で組織・活動されております。
組織の体制については、自治会により若干異なりますが、自治会長・自治会役員を中心に、消防・警察と連携した体制づくりが主となっております。また、自主防災組織の平常時の活動といたしましては、町総合防災訓練への参加及び防災資器材の備蓄・管理を実施している他、組織によりましては、保育園、老人ホームと相互応援協定を結ぶなど、その活動を広げております。
　町では、平成７年の阪神・淡路大震災と平成16年の新潟県中越地震を踏まえ、平成17年５月の自治委員会議にて、自治会単位で「地域の安心安全と防災力の向上」を目的として、「自主防災組織の設置」を提案させていただき、現在に至っております。

　昨年、実施いたしました第33回町防災訓練においては、21自治会・36会場で、1,783名の多くの住民が参加し、災害への備えを新たにしたところでございます。

　今後も自治会を中心に地域の防災力向上に向け、情報提供を行なってまいりたいと考えております。
○議長（澤本　　章君）　酒井　正利議員、再質問はありますか。
○２番（酒井　正利君）　はい。
○議長（澤本　　章君）　どうぞ。
○２番（酒井　正利君）　再質問をさせていただきます。
　協働のまちづくりの推進のためにも自助・共助・公助の役割をはっきりさせることが重要なことだと思います。
　阪神・淡路大震災のときに生き埋めになった人、閉じ込められた人の救助を誰が行ったかを調査した結果を見ますと、まずは自助ですが、自力で34.9％、家族に救助された人が31.9％、合わせて66.8％です。次に共助ですが、友人・隣人に28.1％、通行人に2.6％、合わせて30.7％です。公助は、救急隊に1.7％、その他が0.8％という結果だったそうです。自助と共助で97.5％、救助隊などによる公助は２％に満たない割合でした。いかに自助が重要か、いかに隣近所の共助が頼りになるかがわかると思います。

　町民の意識改革こそが地域防災力向上に必要ではないかとも思います。消防団員の確保が難しくなっている現在、自分たちの住んでいる地域は自分たちで守るという共助の気持ちが大事だと思います。人口が減少しているからこそ皆で助けあわないといけないと思います。すべての地域で自主防災組織を結成し、地域で災害に備えたらよいと思いますが、見解を伺います。
○議長（澤本　　章君）　総務課長。
○総務課長（原島　　肇君）　酒井議員の再質問にお答えを申し上げます。
　議員の申されますとおり、いざというときには家族、そして隣近所の助けあいが重要になると認識しております。現在あります奥多摩町の自主防災組織は、自治会内に防災委員会等の名称で組織され、有事の際は災害対策本部を設置するなど自治会全員の参加を促す体系となっておりますので、全自治会に組織をお願いしてまいります。
　８月には自治委員会議も開催予定でありますので、組織の設置について再度、正式に依頼をしてまいりますのでご理解をお願いいたします。
　いずれにいたしましても、当町は自治会がきちんとしている町でございますので、自治会と協力をしながら体系づくりをしていきたいと思っております。よろしくお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。
○２番（酒井　正利君）　はい、ありがとうございました。
○議長（澤本　　章君）　以上で２番酒井　正利議員の一般質問は終わります。
　次に、14番島崎　利雄議員。

［14番　島崎　利雄君　登壇］

○14番（島崎　利雄君）　２点にわたって一般質問を行います。

　第１番目は、各地域などでの現状と今後の対応について、であります。
　既に指定管理者制度が実施されて様々な動きや実績等、いろいろなご意見、考え方等もあろうかというふうに思います。一般的には元気にやられている地域、さらには各お店等を中心に大変な思いをしていることが見受けられます。そういう点で指定管理者制度が導入されて、それぞれの観光施設で経営や様々な点でどのような、町として検討、さらには実績等を評価しているかどうか。こういう点が調査されているか、そういう点をまず第一にお伺いをしたいということであります。
　次には、小河内の小中学校の校舎、跡地の活用、今後の計画等はどのように考えられているのかどうか。既にもう廃校になってまさに年数が経ち過ぎています。このまま放置してよいのかどうか。以前、報告には夏には若干利用者がある、というようなお話もありましたが、このまま放置していいというふうには言えません。
さらに後半にも述べますが、まさにこういうことが小河内地域に非常に大きくなっている。ご承知のとおり先だっても私は限界の集落ということで、特に小河内地域、小河内だけではないんですが、非常に大変な状況に陥っている。そしてこういう施設らしきものがあるにもかかわらず十分に活用がされていない。こういう点は行政の責任は大きいというふうに私は思いますが、地域の活性化という角度からも、ぜひこの点も具体的な報告を願いたい。
それから旧東芝保養所の検討・活用ということであります。これはつい最近、買った物件ではありますが、耐震化の問題で調査を依頼しているという報告も受けておりますが、その結果なり、また、その結果に応じていろいろな施策があるというふうに思いますが、この点はどのように計画をされているのか、今どういう段階なのか、教えていただきたい。
次には、川野地域のゲートボール場、テニス場の問題であります。これもまさにつくったときには、すばらしいテニス場やゲートボール場、さらに休憩所などもすばらしい建物をつくられております。しかし、何年使われていたかは定かではないんですが、ほとんど使われずじまい。先日も私は現地を見させていただきました。現地の人のご意見も聞きました。ほとんど使っていなかったと。草ぼうぼうになれば老人会が草取りをしていた程度、というお話もあります。すべての金網でできたフェンスには鍵がかかっていて、当然、中に入れない、利用できないような状況にもなっております。
さらにこれは現地からの批判の声でもありましたが、あの網が張ってあるダム側の石垣のてんばというんですかね、あそこは歩けるんですね。テニスコートとゲートボール場の間にちょっと看板というか、通れないようにしてあるんですが、無理をすれば通れる状況になっています。そして問題の、あそこに古い鉄骨が建てられている。ダムを挟んで対岸までワイヤーがいって、ケーブルカーをまだいまだに設置して、そのケーブルカーが古いということも含めてカメラを持って写真を撮りに来ると、それで非常に危険だ、というお話も現地の人から出ていました。まさにこういうすばらしい広場ができているにもかかわらず、確かに利用が少ない。あそこも観光地域でありますし、宿泊もあるわけですから、やはりきちっと対応をすべきではないか、というふうに思われます。まさに宝の山が遊んでいる、死んでいると言わざるを得ない状況かな、というふうに思います。ケーブルの撤去の問題も町にも要請があったようでありますが、なかなか難しい状況にも陥っているという状況も聞いておりますが、ぜひともこれなどもどのように考えられているのかご見解を、ということであります。
それから棚沢地域の土地購入も、やはりその活用や今後の活用計画などはどのように考えられているのか、ということであります。買収するのはいいんですが、その後、どのような計画かまだ明らかにされていないというふうに思いますのでご報告をいただきたい、というふうに思います。
次に、過疎対策について、であります。
もう既にご承知かというふうに思いますが、過疎法の見直しということで切り替え時期がきました。この改正で今度は今までと違った形でソフト事業の拡充が大きくされた。これに関して町の活性化につながることだ、というふうに当然思われます。今まではハードなところに予算はつけたが、ソフト的なところにはほとんどなかった、という状況のようであります。そして10項目、細かくはいろんな施策がありますが、10項目のソフト対策事業例10分野というような形で既に報道もされております。
こういう点でこの町の中で財政的には過疎債を使って、というようなこともありますが、ぜひこのソフト事業の充実を国都に向けて要望し、調査されているのかどうか。これは本当に奥多摩も過疎になって大変な危機状況ともいわれる状況であります。そういう中でここに私は交通通信体系の整備、ひとり暮らしのお年寄りの見守りの構築・集落支援員の活用、定住化促進対策などの計画をつくるとか、住民の安全・安心の暮らしを守ることなど、実現に向けて取り組もうということであります。
これは主なものを取り上げたものですが、10項目全部を述べる必要はないというふうに思いますが、細かく様々な問題が出されています。ぜひこれもすべてといっていいくらい、町に適用されるものが多いわけでありますから、この取り組みにぜひ力を入れて取り組んでいただく、このことのお考え、見解などはどういうふうに思われているのか、お尋ねするものであります。明快なご答弁をいただきたいというふうに思います。

○議長（澤本　　章君）　町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　14番島崎　利雄議員の一般質問にお答え申し上げます。

初めに、指定管理者制度の実績と今後の対応についてですが、指定管理者制度は地方自治法の改正により、平成18年度から導入された制度で、公共施設の管理運営について民間が参入できるようになりました。

　このため、当町においては「奥多摩町公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例」を制定して、21の町営施設の管理運営を15の民間団体にお願いしているものであります。

　これら指定管理者施設につきましては、民間手法による自由な発想と競争原理に基づき、安価で質の高いサービスが提供できるよう期待するものであり、また、観光地として多くの観光客が訪れる施設となるよう、町として今後もできる限りの支援をしてまいりたいと考えております。
　次に、「旧小河内小・中学校」並びに「旧東芝保養所」の活用についてですが、現在、庁内で構成する「プロジェクトチーム」により、現地調査も含め、活用方法を検討しているところであります。
初めに、旧小河内小・中学校の活用についてですが、都内で唯一の木造校舎ということもあり、現在、映画会社などの撮影スポットとして人気が高まり、昨年１年間で７回の撮影があったのに対し、今年度はすでに９回の撮影があるなど、その存在が徐々に知れわたり、撮影機会が増えているものと思われます。
　旧小河内小・中学校につきましては、何よりも施設規模が大きく、また、地理的な条件もあることから、現時点でその活用方法について確定したものはございませんが、いずれの場合においても、地元小河内地域の振興に寄与できる活用方法を検討していかなければならないと考えております。
また、この施設につきましては、他の地方公共団体から児童生徒の林間学校、また宿泊施設としての活用について問い合わせ等もあることから、町としましても、そのような公共的な活用も含めて、地元住民の雇用促進や経済効果など、さまざまな観点から、有効な活用方法を検討してまいりたいと考えております。

  次に、旧東芝保養所の活用についてですが、旧東芝保養所は東芝グループの経営の合理化により廃止が決定されたことから、地元自治体である当町に対して施設を安価で譲渡したい旨相談があり、平成21年３月に購入したものであります。

　旧東芝保養所は、奥多摩湖畔の湖面を一望できるすばらしい場所にあり、この施設が民間に渡ることで乱開発がされ、周辺環境や奥多摩湖の水質悪化につながらないよう、また、何よりもこの施設が地元地域や町の振興に活用できるのではないかなど、様々な観点から購入したものであります。検討の結果、老人福祉施設やグループホームなど、福祉施設としての活用は法で定める設置基準などに適合しないこと、また、観光宿泊施設として活用する場合は、施設が昭和48年の建設と古いことから、 新たに耐震補強工事が必要となり、施設規模からして相当の費用が必要になることなどから、投資効果等も含めて今後の活用方法を検討してまいりたいと考えております。
　次に、「川野地域のゲートボール場・テニス場の活用状況について」ですが、川野スポーツ広場は平成元年に町が建設したもので、当時はテニスがブームであったことから、テニス場を建設することで、奥多摩湖周辺の旅館や民宿に宿泊する観光客が増加するとして、地元の観光事業者や観光協会から、再三にわたり要望が出され、町が建設したものであります。近年、観光客が減少しテニスをする者もいない、また、人口の減少によりゲートボールを楽しむ高齢者もいないなど、地元自治会から広場の活用方法等について相談があったところでありますが、町が設置する広場はスポーツばかりではなく、子どもたちの遊び場や地域住民の憩いの場でもあり、また、何よりも急峻な地形の当町にとって、万一の災害時には住民の非難場所になるなど、その役割は多様なものがございます。

また、川野スポーツ広場に限らず、町内各地域の広場についても、少子・高齢化が原因で建設当初に比べ利用頻度が減少しているところもあると思われますが、先ほど申し上げましたように、広場はスポーツばかりではなく様々な役割を担っておりますので、利用頻度が少ないからという理由で広場を廃止したり、また他の目的に転用する考えはございません。

　また、今後の広場等の維持管理等につきましては、地域の安心・安全の観点からも、地域の皆さんで管理していただくよう、ご理解とご協力をお願い申し上げるものでございます。
　次に、「棚沢地域の土地買収地の活用について」ですが、町が昨年購入した棚沢の土地の活用につきましては、鳩の巣駅直下という利便性もあり、また、今後、国道411号線の拡幅工事も予定にあると聞いておりますので、これら整備事業等が完了した後には、地元の理解もいただきながら、若者の定住化に向けた住宅の整備などに活用したいと考えております。

次に、「過疎法の改正でソフト事業の拡充がされたが、町の活性化に向けた取り組みを」についてですが、初めに、今回改正された「過疎地域自立促進特別措置法」は、昭和45年に制定され、過去３回にわたり10年ごとの延長がされてきた法律で、今回、新たに施行される法律は、平成22年度から平成27年度までの６年間を期限にしたものであります。

そもそも過疎地域自立促進特別措置法は、過疎地域の住民の福祉の向上を目的に、住民の身近な事業に対して有利な補助制度の創設と、各種事業を実施する際に、その事業費を過疎債という起債で賄うことができ、過疎債で借入した金額の７割が次年度以降の地方交付税に算入されることから、現時点で辺地債の８割算入に次ぐ有利な起債であります。
また、辺地債を利用できる地域は、当町の中でも「峰谷」、「留浦」、「日原」の３地域に限定されているのに対し、過疎債は全町が指定を受けるため、安定的な財政基盤を維持する上においても、極めて有利で重要な制度と言えます。当町では平成８年度に過疎地域に指定されましたが、過疎地域に指定される要件としては、ある一定期間における人口減少率と財政力指数の二つの要件が必要となります。
　当町においては、法律に定めるいくつかの該当要件の内、人口要件については、昭和35年から平成17年までの人口減少率が33％以上に対し49％であること、財政力指数については、平成18年度から平成20年度の３か年平均で0.56以下に対して、0.45であることなどから、引き続き過疎地域に指定されるものであります。

　また、過疎地域の指定を受けた市町村については、計画する各種事業を「市町村計画」という形で策定し、議会の議決を経て国に提出し認定されることになりますが、この「市町村計画」については、９月定例議会に上程を予定しております。
　ご質問の、今回の過疎地域自立促進特別措置法の施行によりソフト事業が拡充され、これに伴い今後どのような施策を展開していくのかですが、今回の法律の第３条に、推進しなければならない事項が５項目示されております。その５項目とは、１として「産業基盤の整備、農林漁業経営の近代化、中小企業の育成、企業の導入及び起業の促進、観光の開発等を図ることにより産業を振興し、あわせて安定的な雇用を増大すること」、２として「道路その他の交通施設、通信施設等の整備を図ること等により、過疎地域とその他の地域及び過疎地域内の交通通信連絡を確保するとともに、過疎地域における情報化を図り、及び地域間交流を促進すること」、３として「生活環境の整備、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進、医療の確保並びに教育の振興を図ることにより住民の生活の安定と福祉の向上を図ること」、４として「美しい景観の整備、地域文化の振興等を図ることにより個性豊かな地域社会を形成すること」、５として「基幹集落の整備、及び適正規模集落の育成を図ることにより地域社会の再編成を促進すること」となっております。

　このため当町では、引き続き住民の生活基盤の整備として、町道等の新設及び改良、公共下水道等の整備促進、また、過疎対策として過疎バス路線の維持、若者の定住化と子育て支援の充実、通信手段として防災行政無線のさらなる充実、そして個性豊かな地域づくりとして、森林セラピー事業の推進など、将来にわたってのまちづくりを行っていく考えであります。
　次に、「集落支援員」制度についてですが、この制度は平成20年度に総務省が新たに制定したもので、市町村合併により自治体規模が大きくなり、高齢化等で限界化する集落の声が行政に届きにくいということから、自治体が限界化している集落に支援員を派遣することで、集落が抱える問題点等を抽出し、解決するために創設されたものであります。

　この制度は、過疎地域の指定を受けた市町村に限らず、限界集落と言われる集落を抱えている市町村であれば活用できることから、現時点で、この集落支援員制度を活用している自治体は、全国で113市町村にのぼり、その支援員の総数は449人となっております。

　この制度による「集落支援員」は、自治体の任命を受け、定期的に集落を巡回することで集落に係る問題点を把握して行政に持ち帰り、集落住民と行政、そして集落支援員の３者で問題を解決するという役割を担っております。
　また、この制度を導入する市町村には、専任支援員を置く場合は支援員１人当たり年額350万円を、自治会長などが兼任する支援員については、１人当たり年額40万円を特別交付税で措置するとしていますが、その地域が抱える問題点の把握や解決方法の検討などを通じて、地域と行政とをつなぐパイプ役となることが主な役割とされており、制度を導入した市町村でも、Ｕターンした20代の若者やＮＰＯ法人、大学教授等に委嘱しているようですので、単に高齢者世帯の安否確認や地域の巡回役というものではないことをご理解いただきたいと存じます。

 また、現時点において当町で見守りの必要な世帯は124世帯となっており、これらの世帯には緊急事態を直接消防署に知らせる「緊急通報システム」、「火災安全システム」を設置しておりますが、さらにこれらのシステムを設置している高齢者世帯の近所に居住する149世帯に対し、月額500円をお支払いして「見守り協力員」になっていただいておりますので、今後も高齢者世帯の見守りについては、機械的システム、人的システムの両輪で対応してまいりたいと存じます。

　終わりに、地域の現状と今後の対応、過疎対策について、様々なご意見を賜りましたが、今後も若者の定住化対策、子育て支援策を推進し、あわせて住民皆様にとって安心安全な町づくりに全力で取り組んでまいりたいと思っております。
○議長（澤本　　章君）　島崎　利雄議員、再質問はありますか。
○14番（島崎　利雄君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　どうぞ。
○14番（島崎　利雄君）　いろいろとご答弁いただきました。

　まず最初に、小河内地域の状況、もう皆さんは私以上に把握されていると思うんです。総論的にもなりますが、まさに限界の集落ということで先ほども言いましたが大変な状況になっているということから見て、やはり答弁にもありましたが、特に小河内はもう何年か前ですが、地域の人たちが集って、全員じゃありませんけれども、委員会をつくって、たしか当時は温泉問題がありましたし、温泉をどうするか、さらにもう一つは二つの部会をつくって行動され、当時、今の副町長なども参加をされて、当然、今の課長クラスも何人かおられたというふうに思うんですが、こういう中で小河内地域の振興を図ろうという動きがあったわけです。
しかしその後、それが消えている。この中には当然、小中学校の学校の活用をどうするかという問題も、たぶんこれはまとめて、我々には手に入っておりませんが、町側には答申書みたいな形で出ているというふうに思うんですが、それにしても地域の中でそういう動きがあるにもかかわらず、このまま、９回テレビ局が来て撮影しました、今年も既に７回ですと。もちろん全然使っていないわけではないけれども、私は本当に長々と放置しておいて、建物だってだめになると思うんですよ。もちろん新しく建てるとなると大変な状況があるのはわかるんですが、既に何新聞だか忘れましたけれども、「校舎の空き校舎を捜しています」という記事を見たんです。そういうところもあるわけですから、例えばインターネット等で、まあ、遠くではなくて東京都の中だけでもこういうものを送って、特に学校関係なりに、そういう活用の仕方をされているのかどうか。そういうことも一つは十分な手が打たれていないのではないか。もちろん地域の人たちと相談をしながら、ということは当然でありますが、ぜひそういう方向で取り組んでいただきたいというふうに思います。
それから、旧東芝保養所の問題でありますが、先ほどの答弁ですとなかなか難しいというのが結論のようですね、買ったはいいけれども。建物は買ったわけではなくて土地だけの買収ということのようですが。ですから、ものを買うのもいいけれども、後の活用のことがはっきりしないまま買うというのも何なのかな、という感じもします。ぜひこれなども早急に一定の方向を出すということも必要なのかな、すぐ建てる・建てない・壊すということではなくてね。今のところだと何か大変な思いだけでなかなか動けないというようなご答弁の印象を受けました。
さらに次の問題でスポーツ広場のことであります。そういうことであればこのスポーツ広場も鍵をかけて中に入れないようにしておくと、これはスポーツ広場どころか、仮に災害が起きたときの避難場所にも使えないですよね。私も「鍵はどこにありますか」と下の店で聞きました。「いやーわかりません」と言うんですよ、誰が持っているかね。誰もが行って勝手に開けていいというものではないにしてもね、まさにそういう意味ではもう確かにテニスもゲートボールも使われていないということである以上、もっとこれなども適切に、もちろん地元との十分な理解のもとにすべき、というふうに私は思うんです。再三放置しておいて、これでは情けないなと。
だから、鍵がかかっているために、先ほども言いましたが、ダム側の、下がお墓ですけれども、上の石垣のてんばを金網沿いに歩けば、私も途中まで歩きました。だけどあそこがちょっと嫌なものですから途中で引き返しましてけれどもね。そういうことを含めてもっと活用をと。
それから再度、既に町の方にも報告がきているようですが、もう以前からあるのかもしれませんが、あのケーブルカーの設置がされて、これも放置されたままと。どのように撤去するのかはわかりませんが、もう持ち主も不明のようなお話も聞きました。そういう点でぜひこの点もお答えいただきたい。
それから棚沢地域の土地問題でありますが、今、町長の答弁でもありましたが、国道の拡張、こういう点で駅に近い、住宅地にもということ、これらも早急に進める計画があるのかどうか、という点もお答えいただきたい。予算やいろんな問題がありますから、今日の明日ということではないにしても、ということです。
それから過疎法の問題でありますが、既に同じような、私も言いましたがご答弁をいただきました。ぜひ９月に作成して議会にかけるという報告がありましたが、もうまさに財政力、人口の流出など国の基準に当てはまっている、それ以下でありますから、当然、受けることが十分できるというふうに思いますので、ぜひ住民の今、置かれている状況を打開するためにも、幾らでもお金が出るというものではないのはわかるんですが、ぜひそういう立場から取り組んでいただきたいという、これは要望で結構です。
　以上。
○議長（澤本　　章君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　島崎議員の再質問にお答えいたします。
　今、記録しましたけれども６点に及んでいると思います。
　まず初めに、旧小河内小中学校の活用問題につきましては、議員から今、撮影スポットとして現状があるから、それに満足をしている、というわけでは決してございません。町長からもご答弁いただきましたけれども、いかんせん電車もなくてバス利用で使われるべき今後の小中学校でございますので、他の自治体、また、団体からも時折この活用について林間学校、あるいは児童・生徒の保養的な活用について何度か現場の視察も含めて来たいということで、私どもも何度か現場にお供しまして現地を見ていただいているという状況にあって、これにつきましては規模もさることながら、しばらく時間をいただきたいというふうに存じます。
　それと２点目の東芝の旧保養所の活用につきましては、これも法令等をプロジェクトで調べ上げまして、先ほど答弁もありましたけれども、福祉的な活用につきましては法律の面積基準等で適わないという結論が出ております。いずれにしても観光的な、あるいは教育的な活用を図る場合においても、宿泊施設となりますと新たな許可が必要になってまいりまして、昭和57年から新しい建築基準法が施行されて、新たな耐震基準の建物でないと許可が下りないということから、ここらあたりも含めて、また、施設も相当大きいですから耐震基準検査をした後に、１億円以上かかるというような結果が出た場合には、果たして投資効果と勘案してその施設を無理して今後も活用していく必要があるのかどうか、これらも含めて、またプロジェクトで引き続き検討してまいりたいというふうに考えております。
　議員から既に耐震基準の検査をしたのではないか、というふうなお話もございましたけれども、現時点ではまだ検査等はしてございません。
　それと３点目の川野のスポーツ広場、これは当時、地元の旅館・民宿の観光事業者の皆さん、それと当時の観光協会から再三に町の方に来られまして、相当な巨費を投じて入口の整備から広場の整備まで行なった経緯がございます。先般、川野の自治会長がおみえになりまして、そのような現状をお話をされて、しかしながら町にとっては万が一の大震災が起こったときに、民家が倒壊をしたり火災が発生して住居を失ったというようなときには、各地域にある広場で炊事をしたり、また、テントを張って寝泊りをするというところに大きな機能を発揮するものを持っておりますので、別の建物を広場を使わないからといって建設をしたり、また、別の用途に変更をするというような考えは今のところございませんので、ご理解をいただきたいと思います。
　それと４点目のロープウェイですけれども、これは奥多摩湖観光開発というのが当時、会社でありまして、この会社が国、当時は運輸省ですけれども、ここに索道事業ということで認可を受け、さらに水道局のダム上空に占用許可を受けまして、昭和36年12月に設置をしたロープウェイでございます。そして、昭和37年１月から運転が開始をされておりますけれども、このロープウェイにつきましては全長が621ｍで、高低差がわずか65センチという非常に平坦なロープウェイでございまして、川野側の駅舎は川野駅という名前で、周遊道路側の駅舎は三頭山駅というふうになっております。

また、当時の利用料金は片道が110円ということで、開設の当初は高度成長の時代に重なって非常に集客力があったということでありますけれども、ご存知のように数年後に今でいう周遊道路の工事が始まりまして、容易に対岸まで橋がかかってバスや自動車が行けるようになったことから、その時点から非常に利用者が激減をして、最悪時には利用者が１日10名に満たなかったということで、昭和41年12月1日に国に対して冬季休業という名目で一時停止をしております。その後、営業不振を理由に昭和50年３月に国に対しまして運行休止の申請が出されまして、その後、この奥多摩湖観光開発につきましては行方不明というふうになっております。
　このロープウェイを今後どうするのか、ということでございますけれども、これは今のところ奥多摩湖観光開発の登記簿上、所有権がそこにありまして、町としましても、また、東京都としましても今のところ手が出せない現状にあります。
　問題なのは、どのような危険性があるのかということでございますけれども、行かれた方はご存知だと思いますけれども、川野側の駅舎につきましては国の許可をいただいていることもありまして、非常に分厚い鉄筋コンクリートで建設をされまして、これはとてもじゃありませんけれども老朽化によってダムの方に倒壊をするというようなものではありません。非常に強固に、また、構造的にも物理的にも駅舎が倒壊をするというような危険性は現場には見られません。
　心配なことは、両方の駅舎に吊り下げをされているゴンドラがあるんですけれども、これにつきましても10年ほど前に東京都の方で、もしワイヤーが老朽化で切れた場合にゴンドラが走り出さないように、きちっと駅舎に２台のゴンドラは止め金具で固定をしております。ですから、今後それほど心配はいらない。万が一危険があるとすれば、２本のワイヤーが切れて、それがダムに垂れ下がるということでありますけれども、ただし、このワイヤーの断裂というのはどこで起こるかわかりませんので、場合により丸井亭さん、古屋さんお宅の５ｍくらい近くのところに川野駅からケーブルが延びて、そのケーブルを固定する鉄塔が立っております。私も時々心配でその鉄塔を見に行って、つい１週間ほど前も見てきましたけれども、まだ50年経過しても錆びとか出ておらずに非常に頑丈な状況にあります。

　今後いずれにしても、このロープウェイのワイヤーがどのくらいもつのか、ということですけれども、以前、私が４年前に駅舎の一部の土地を持っております企業の方から聞きましたけれども、その方は専門の業者に「あとどのくらいワイヤーの寿命があるのか」という調査をしてもらいましたら、「まだ半世紀くらいは切れる心配はありません。十分にワイヤーに油分を含んでおりまして、今、急にそれが切れて、ワイヤーがダムに垂れ下がるという心配はない」というふうに言っております。
ですから今後、許可をした国、それと東京都で、町は許可権者ではありませんけれども、地元の自治体として今後の老朽度を見ながら、町が行なうべきことはこれら施設の撤去ではなくて、その際に起こる住民の安全対策を第一に考えなければいけないという立場にありますし、また、そのことも認識しておりますのでご理解をいただきたいと存じます。
それと棚沢の町有地の活用について、でございますけれども、これは先ほど町長からもございましたけれども、まだ国道の拡幅が予定されているというふうに東京都からも聞いてございますので、これらの条件整備も含めて完了した暁には、どのような活用方法を図っていくのか、中心的には今のところ若者の定住化が町の中心施策の一つでもございますので、そのような方向性で検討してまいりたいというふうに考えております。
それと最後の過疎法ですけれども、これは次回の９月定例議会にはきちっとした形で当町の市町村計画を策定しまして議会に上程をお諮りしたい、というふうに考えております。この策定に際しましては過疎や少子高齢化、また、働き場の少ない当町にあって、今後６年間の時限立法の法律の中で、どのような事業を積極的に展開していくのか、これらのことを十分に網羅をしまして計画を策定していきたい、というふうに考えておりますのでご理解をいただきたいと存じます。
以上です。
○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。
○14番（島崎　利雄君）　はい。

○議長（澤本　　章君）　以上で14番島崎　利雄議員の一般質問は終わります。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。
午前11時51分　休憩

午後１時00分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　次に、５番増田ひさ子議員。
［５番　増田ひさ子君　登壇］

○５番（増田ひさ子君）　それでは、通告にしたがいまして「ボランティア活動にポイント制度の導入を」について一般質問を行います。
　ボランティアのポイント制度は高齢者人口の増加に伴い、高齢者の社会参加を促し介護予防にもつながることから、全国各地で導入する自治体が増え始めています。私が平成19年６月の議会一般質問で、「介護支援ボランティア制度の導入を」を訴えさせていただいてから早いもので３年を迎えます。今回は介護支援だけに限らず、奥多摩町の中で行われているボランティア活動すべてを対象としています。

既に介護支援ボランティア制度の導入を２年半前にスタートした稲城市では、同市に住民票がある65歳以上の高齢者を対象に行い、介護給付費などの抑制を目指しました。現在、高齢者人口の約2.7％を占める381人が登録しており、参加者に実施した主観的な健康感をはかる調査によると、心の健康や社会生活機能などの項目で日本国民標準値を上回っており、市担当課は「こうした活動が参加者にやりがいや張りあいをもたらしている」と述べ、介護予防への効果を強調していたそうです。

私が所属しております奥多摩指圧奉仕会では、昨年17名の人が１年間研修を受け、そのうちの14名が奉仕会員に登録されたそうです。このようにボランティア活動が活発になれば「元気な町　奥多摩」も夢ではありません。

ポイントは前回の町長答弁で、介護支援事業交付金の対象金額を越えているとのことでしたので、無謀な額は望みません。既に実施している自治体の例を見ましたら稲城市が１時間100円、世田谷区が１時間50円でした。これらを参考にし、我が町は２時間を10回でもえぎの湯に入れるくらいの計算、１時間20円くらいで、町にあるいろいろな施設を利用できたり町独自の金券として利用できればよいと思いますが、町長のお考えをお聞かせください。

○議長（澤本　　章君）　町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　５番増田ひさ子議員の、ボランティア活動にポイント制度の導入を」についての一般質問にお答え申し上げます。
まず、平成19年第２回定例会において質問のありました、介護支援ボランティア制度につきましては、介護保険特別会計の地域支援事業として、原則65歳以上の高齢者が、区市町村の指定した特別養護老人ホームなどでボランティア活動をした場合に、これをポイントとして貯めておき、翌年度以降現金に換金し、ボランティア自身の介護保険料や介護サービスの利用料の支払いとして使えるというものであります。

当時、千代田区や稲城市が先駆的に開始し、その後、近隣では町田市、横浜市が平成21年度から、また相模原市が平成22年10月から実施をする予定です。

　このポイント制の原資は地域支援事業交付金ですが、当町では平成22年度予算において、地域支援事業として行っている介護予防事業費1,291万1,000円に対し、交付金・保険料等が954万円、利用者負担金200万8,000円となっており、収入を136万3,000円上回る事業を実施している状況であります。この財源を活用した介護支援ボランティア制度の実施は、平成19年にお答えしたとおりでございます。

　今回ご質問の「町内で行われるすべてのボランティア活動を対象とする『ポイント制度』の導入」でありますが、まず奥多摩町でのボランティア活動の推進状況について申し上げますと、社会福祉協議会内に「ボランティアセンターおくたま」を設置し、ボランティア活動に関する啓発及び調査研究、ボランティアの育成及び開発、ボランティアの登録及び派遣、団体等への援助、連絡調整など、ボランティア活動の推進に関する各種事業を行っております。
　具体的にはボランティアの養成研修事業として、平成21年度では７月から８月に小学５年生以上を対象とした体験ボランティア事業の実施、手話講習会を15回、指圧講習会を10回、点字講習会を10回、それぞれ開催し、参加者も延べ73名に及んでいます。

　また、「ボランティアセンターおくたま運営委員会」を設置し、組織化・登録斡旋事業として、ボランティア活動の推進について企画立案、ボランティアセンター機能に関する提言を行うとともに、各種ボランティア団体連絡会や、福祉バザーの開催などを行っております。
　現在、この「ボランティアセンターおくたま」への登録状況は、個人が59名、団体が16団体で205名、合計264名の方がたが登録され、活発に活動をしていただいております。

　一方、当町におきましては、この登録ボランティアとは別に、日頃から各地域おきまして環境美化や防災訓練などをはじめとする各種自治会活動、 また相互扶助活動が住民により活発に行われております。

「ボランティア活動」とは、申し上げるまでもなく、自発的な意志に基づいて人や社会に貢献することであり、人から強制されたり義務としてするのではなく、自らの自由な意志に基づいて行う主体的な活動であります。
　そして、その活動の場は地域社会の活性化、環境の維持向上、 自治会活動など行政では手の届かないところ、あるいは届きにくいところがありますが、その活動の趣旨に鑑み、無報酬で行われているのが通常であります。

　しかしながら近年、ボランティア活動にポイント制を導入する自治体が出てきています。例えば神奈川県逗子市では、「ボランティア市民活動ポイント」制を平成21年度から試行しております。このシステム導入の目的は、一つとして「ボランティア活動、市民活動の活性化」、二つ目として「市が期待する市民の特定活動の誘発効果」であります。このシステムはボランティア活動や市民活動等を支援するため、市が指定した活動に参加した方にポイントを発行するもので、貯めたポイントは市公共施設の利用料や市民センター会議室の使用料、また商業協同組合の発行する商品券と交換できるというものであります。
　しかしポイントの対象活動は、防災訓練や清掃活動、避難訓練など市が定める、市民参加を期待する特定な活動に限られており、これら活動への積極的参加を誘発することを目的に実施されております。
　ボランティア活動へのポイント制の導入については、団塊の世代を始めとする幅広い、多くの方がたが地域への関心を高め、ボランティア活動への理解と参加を促進する「きっかけ」や、活動継続への「励み」としての仕組みであると考えております。
　ご質問のすべてのボランティア活動を対象にポイント制度を導入することにつきましては、当町では自治会活動を始めとする住民による自主的活動が活発に行われていることから、ボランティア活動の対象範囲をどこまでとするか、また、ボランティアの活動実績の把握と評価ポイントの付与やその還元方法、さらに活動を支える組織・人材の確保等につきまして、関係団体・部署との調整や検討も必要であることから、今後の研究課題とさせていただきたいと考えております。
　いずれにいたしましても、今後、高齢化がいっそう進行すると予測される中で、 第４期奥多摩町長期総合計画に沿って、住民の皆様との協働により「生涯を健康で楽しく豊かにささえあうまちづくり」を推進するためには、各種ボランティア活動はますます重要となってくることから、大人から子どもまでボランティアの輪が広がり、総合的なボランティア活動が一層活発になるよう、さらなる推進に努めてまいります。

○議長（澤本　　章君）　増田ひさ子議員、再質問はありますか。
○５番（増田ひさ子君）　はい。
○議長（澤本　　章君）　どうぞ。
○５番（増田ひさ子君）　ボランティアをされている皆様は決して見返りは望んでいないと思いますが、先ほども申しましたが、やりがいや張りあいが持て、楽しみの一つになればと要望いたしました。
　担当課長からもご答弁をお願いします。
○議長（澤本　　章君）　福祉保健課長。
○福祉保健課長（若菜　伸一君）　それでは、私の方から増田議員の再質問にお答えを申し上げます。
　まず、ボランティアの活動でございますけれども、四つの大原則があるというふうにいわれております。一つ目は自主性でございます、二つ目としては無償性、三つ目として社会性、四つ目といたしまして創造性でございます。
　今回、先ほど町長からご答弁を申し上げましたとおり、「ボランティアセンターおくたま」に登録をしている方は264名ということでございますけれども、その他にも大変多くの方がたがボランティア活動に参加をしているというふうに私どもでは考えてございます。まちづくりの分野では自治会の活動、あるいは生活の改善運動、ふれあい祭り等町の行事への参加等がございます。また、社会福祉活動でも地域での相互扶助、あるいは配食サービス、あるいは緊急通報協力員等の活動も行なっていただいております、あるいは教育、文化、スポーツ、国際交流、地域社会の分野では防犯関係のボランティアの方もたくさんいらっしゃいます。これら大変多くのボランティアの方がた、あるいは募金活動、それとＮＰＯの団体もいろんな事業をしております。
　これらの活動のすべてにわたってポイント制の対象とすることは、非常に活動の幅が広くその把握もしにくいということで、先ほど町長からもご答弁を申し上げたとおり、今後の研究課題としていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いします。
　以上でございます。
○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。
○５番（増田ひさ子君）　はい。
○議長（澤本　　章君）　以上で５番増田ひさ子議員の一般質問は終わります。
　次に、３番原島　伸行議員。
［３番　原島　伸行君　登壇］
○３番（原島　伸行君）　それでは一般質問をさせていただきます。２点ほど伺いたいと思います。
　１点目は槐木林道について、でございます。
　槐木林道が開設されたとのことで現地に実際に行ってみました。その結果の感想を述べ、所見を伺いたいと思います。
　この林道は平成12年度より幅員が４ｍ、延長26ｍを起点として、10年を経て工事が完了されました。道が入ることで新たな山林管理や林業経営の手法が生まれると同時に、林道に無縁の町民を始め観光客も利用する機会も増えることと思います。開設にあたりハードで損なわれた景観を植栽等で補い、雪害による杉丸太の倒木が実際に見られ、安全面での防護柵、そして舗装もされればと感じました。

　残土捨場についてはほぼ満杯のようでしたが、もう少し擁壁を上げるとか２段にしたら、そうした結果、費用対効果が上がると思いますが、考えを伺いたいと思います。
　２点目は、新たなる観光戦略の推進を、であります。
　町の観光パンフレットが町内外のＪＲの駅や、観光施設にあるのもよく目につきます。シーズンに入り気候もよくなり、むかし道や他のハイキングコースを訪れるハイカーも多い、これからは観光地をただ見せるだけではなく、地域の人びととの交流による心のつながりも大切であり、また来てもらえるかどうかが決め手となるのではないでしょうか。
　ある町民の方は訪れる人たちに「どちらからですか」、「歩いてみて、この町の印象は」、「コースは」と話しかけていたのが非常に印象に残りました。
　そこで、ハイキングコースとかむかし道の観光トイレの付近に東屋を設け、お茶等のサービスなどの接待はいかがでしょうか。そうした取り組みについて伺いたいと思います。
　次に、フィルムコミッションとご当地ソングについて伺いたいと思います。フィルムコミッションとは自治体や住民らが地域での映像制作、ロケ地に関する情報を提供し撮影が円滑に進むよう支援する。地元にはロケ隊の宿泊や食事、資材の調達による経済効果の他、観光客によるロケ地めぐりなど間接的効果も見込めます。このため組織を設置してロケ誘致に取り組む働きが各地で盛んになっているようであります。
　先日も放映されました役場が奥多摩署となった土曜ワイド劇場、撮影時には私の近くの民家にも多くのスタッフ等が出入りしておりました。そうした反応、変化はいかがだったでしょうか。町の取り組み、考えを伺いたいと思います。
　最後に、ご当地ソングについてですが、過去には歴史的な背景が題材になった、東海林太郎さんが歌われた「湖底のふるさと」が、小説、映画化にもなったそうであります。ここで新たに当町の資源を生かした舞台を題材にした歌はいかがでしょうか。「観光　奥多摩」を目指してはどうでしょうか。町の考えを伺いたいと思います。
○議長（澤本　　章君）　町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　３番原島　伸行　議員の一般質問にお答え申し上げます。
初めに槐木林道について、総延長と工事費についてですが、槐木線林道は平成12年度から21年度までの10か年で林道の延長工事を実施いたしました。この林道の目的は、槐木集落の行き止まり解消と林産物の搬出、林道工事で出る残土処分場建設のほか、町の観光事業、災害時の迂回路として建設されました。

この迂回路につきましては、南氷川から奥多摩湖まで多摩川を横断しないで車両が通行できることであり、この林道の延長は552ｍ、幅員４ｍで、全体の工事費は１億4,586万1,000円で林道開設が行われました。

　次に、林道の開放と安全面での防護柵については、現在、林道の中ほどで山側にて土砂崩壊が発生し、今後も少量での崩壊が発生する可能性があり、一般車両の通行は非常に危険が伴うため、当面、緊急車両以外の通行を制限しており、平成23年度にこの斜面の安全工事を行う予定であります。現在、東京都と予算の調整を行っている状況であります。また、この林道は全線にわたりガードレールを設置しており、通行する車両等の安全は確保されております。

また、全線開通につきましては、道路の安全の確認ができた時点で開放していきたいと考えておりますが、最近、林道での不法投棄もあることから、入口にロープ張り等の対策も検討の余地を残しております。
　次に、道路の舗装と植栽については、道路完成後すぐに舗装すると、路面が安定していないことから道路陥没等の問題もあり、路面の安定する時期を待って、平成24年度に測量設計を実施し、平成25年度から２か年計画で全線舗装を計画しております。

また、植栽につきましては残土処分場との関係があり、処分場の完成に併せて法面の植栽も東京都環境局と調整し、当町に植栽できる花木等で残土処分場の埋め立て完成後の斜面や林道沿いには、ヤマザクラ、モミジ、ミツバツツジ、ヤマブキ等、３００本程度の植栽をする予定で計画しております。
　次に、残土処分場については、地権者のご理解により土地の無償使用にて利用させていただいており、全体で３万1,000㎥の土砂の埋め立てができる計画で、平成19年２月に東京都環境局から許可をいただきました。

　現在、処分場の満杯まで１万3,000㎥程度の余裕であり、埋め立て完了予定を平成23年度末に予定しております。

　しかしながら大きな災害等が発生し、残土が多量に発生した場合は、残土の処分で満杯になることもあります。今後も残土の調整と早期に処分場が完成できるよう、対応してまいりたいと考えております。
 次に「新たなる観光戦略の展開推進を」でございますが、近年、町を訪れる観光客の傾向は女性グループや中高年の人達が中心となり、町での過ごし方も登山やハイキングなど、自然の中で１日をゆっくり過ごす観光に変化をしております。

背景としては、運動不足の解消や健康志向の増加などが考えられますが、町が進めている自然資源を活用したエコツーリズムやグリーンツーリズム、森林セラピーなど、新たな事業に対する取り組みの成果が表れてきていると考えております。
　１点目の「むかし道ハイキングコースに東屋の休み処について」ですが、奥多摩むかし道は奥多摩駅から奥多摩湖までの片道約10ｋｍ、徒歩４時間のコースで、森林セラピーロードの一つにも指定され、春から秋にかけては平日でも多くのハイキング客が利用されております。

この道は町を代表するハイキングコースの一つで、青目立不動尊休み処やダム直下の西久保地区にバイオマストイレを整備するなど、現在も整備を進めて利用者の利便性向上を図っています。
現在、この道の休み処については、青自立不動尊休み処を除きますと、休憩所とトイレを併設した施設が槐木と水根の２箇所に設置されていますが、むかし道は旧青梅街道を利用した道のため道幅が狭く、また道の両側は急傾斜地ですので、適地を選定するのも苦慮しているところでございます。
　今後も「むかし道」の利用者が休憩できる場所として、東屋やベンチの設置を行ってまいりますが、適地の選定や所有者との交渉などに一定の時間が必要と考えられます。
　２点目の「観光資源を活用したフィルムコミッションとご当地ソングについて」ですが、日本で初めてフィルムコミッションが誕生したのは、平成10年に大阪といわれています。

　フィルムコミッションとは、映画やテレビ番組の提影場所誘致や撮影支援を行う公的機関で、地方公共団体や観光協会が事務局を担当していることが多く、映画撮影などを誘致することにより、地域の活性化や観光振興、文化振興を図ることを目的として設立されるケースが多いようであります。
　また、最近ではフィルムコミッションとは名乗らないものの、ＪＲ西日本などの民間企業でも同様のサービスを行う部署を設置するケースもあるようでございます。
　フィルムコミッションの業務内容としては、ロケ地情報の提供や撮影許可にかかる申請代行、食事や宿泊場所の手配、エキストラの募集や手配、映画イベントへの協力や映画公開時のロケ地情報パンフレット制作など幅広く、町単独でフィルムコミッション事業を行うことは難しい状況と考えられます。
　最近のロケ地状況から見ますと、制作経費や交通費の抑制と、同一地域で都市部と森林部の撮影が行える場所がロケ地として好まれる傾向から、都心から近い多摩地域の需要が高まっており、特に制作サイドの要望に答えやすい環境を備えている西多摩地域は、今後ロケ需要が高まってくるものと考えられますので、西多摩地域が一つのフィルムコミッションとなることも考えていかなければならないと思います。
　いずれにしましても、フィルムコミッション事業は地域をＰＲする有効な施策と考えられますので、町単独でよいのか、広域的なものがよいのかも含めまして研究していきたいと考えております。
　また、ご当地ソングですが、過去に「葵ひろ子」さんが「奥多摩慕情」という曲を発売したことがありますが、行政が積極的に推進するというよりも、住民皆様の機運の高まりとともに作詞家、作曲家、歌手の３者が揃うことにより、町のご当地ソングとしての曲が完成し、広まっていくことが望ましいのではないかと考えております。
　今後、ご当地ソングが発売されることなどがありましたら、町をＰＲするという意味で何らかの支援を行っていきたいと考えております。
○議長（澤本　　章君）　原島　伸行議員、再質問はありますか。
○３番（原島　伸行君）　はい。
○議長（澤本　　章君）　どうぞ。
○３番（原島　伸行君）　今の町長のご答弁に重複するかもしれませんが、開設された林道より見ますと小中沢林道の北斜面に堰堤が２か所あるんですが、安全面を考えると新たに強固な堤防が望まれます。
林道開設には山林所有者の無償提供等の協力が必要不可欠ではありますが、開設されると山林付加価値が上がり、税とのかかわりはいかがでしょうか。
また、無償提供された所有者の方に何らかの形も考えてもいいのではないでしょうか。
林道ができることにより非常に山との距離が近くなり、山林整備はもちろん公道としても便利に利用される機会も増えるので、公的資金を林道の用地購入に導入する考え方も必要ではないかと思いますが、いかがでしょうか。
そして、ご当地ソングについては、歌はその地方に秘められた美しい景色、情感をあますことなく表現します。この町の観光資源を十分に活用しＰＲするには豊かな水、そして森、山林があり、日本初の森林セラピー専用道「香りの道」と、当町にとって縁のある話題性十分なご当地ソングを歌手に歌っていただけたらいいのではないかな、と思います。熊野古道とは言いませんが、むかし道を始め題材は恵まれていると思いますが、夢、希望は大きく持ち、以上の５点について伺いたいと思います。
○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　ただいまの原島　伸行議員の再質問にお答え申し上げます。
　まず、小中沢の北斜面に２か所、堰堤がございまして、その上流に東京都で残土を入れました小中沢の残土処分場がございます。これにつきましては台風９号のときに崩壊しまして、現在そのままの状態ではございますけれども、今年度、22年度にその残土処分場の整備工事を実施するというふうなことでお話を伺っておりますので、今現在、崩壊した状況のままが整備されるということになろうかと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

　また、林道開設をすることによりまして地権者の方に恩恵ということでございますけれども、実際に林道が開設されますと付加価値が上がるというのは、木材の搬出にとってもプラスになるということで、伐採された木材を集積する、集材するという費用が、経費的にはコストがダウンするということでございますので、そちらのメリットの方が高いのかな、というふうに考えております。
　また、林道を公道用ということで用地買収ということでございますけれども、基本的に林道というものにつきましては所有者の方の、林道を所有されている方の受益者負担というようなことで今まで林道の開設を行っております。当然、それぞれの林道を入れることによりまして、その山林所有者のコストダウンにつながるということがございますので、それぞれの所有者の方の協力に基づいて林道ができているということでございますので、今後につきましては、林道につきましては町道等に編入する場合につきましては寄付とか、そういうふうな形で今現在、対応している状況でございますので、将来的に用地を買収するとかいうことにつきましては考え方としては難しいのかな、というふうに考えておりますのでよろしくお願いしたいと思います。
　また、山林の林道が入ることによっての固定資産とかそういう件につきましてはちょっと所管でございませんので、もし回答がありましたら住民課長の方からもしていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。
○議長（澤本　　章君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　続きまして私の方から２点ほどお答えさせていただきます。
　まず、１点目のご当地ソングの関係でございますが、これにつきましては町長がご答弁いたしましたように、作詞家、作曲家、歌手の方の３者が揃わないとなかなか難しいと。特に今、議員が再質問されましたように、水とか森林と題材はあったとしても、なかなかそれを作曲、作詞にまとめるのは難しい部分もあるのかな、と考えております。たしかに有名な歌手の方に歌っていただくとヒット性等が上がるのかもわかりませんが、やはり歌詞の内容とか曲というのが非常に大切なのかな、と考えますので、なかなかこれは行政なりが進めてヒットするというような問題ではございませんので、やはり住民の皆さんと３者の方が揃って進めるものかな、と考えております。
　ただ、発売された場合には当然、今ですとＣＤとか有線放送の関係は町をあげてのＰＲ、また、積極的にリクエスト等を行なって何らかの支援を行なっていきたいと考えておりますのでご理解をいただきたいと思います。
　それと、むかし道の関係で熊野古道というようなご質問がございましたけれども、たしかに熊野古道のように有名な道になれば訪れる方も多いということでございますが、むかし道については自画自賛なのかわかりませんけれども、最近は歩いている方も多く結構知れわたってきたと考えております。先ほど町長も申しましたように、担当課の方としても10ｋｍの間に休憩場所がちょっと少ないのかな、という気はしておりますので、適地を探して今後、休憩場所、もしくは休める場所を何らかの形で設置していきたいと思いますのでご理解をお願いいたします。

　以上でございます。
○議長（澤本　　章君）　住民課長。
○住民課長（浜野　武雄君）　山林の税の方の関係で少しお話させていただきたいと思います。
　奥多摩町の面積は２万2,563ｈａということでございます。そのうち山林が２万1,000ｈａほどでございます。保安林等は非課税なものですから、評価している所、評価地籍で言いますと１万2,788ｈａということでございます。60％弱くらいになると思うんですが。

山林に林道が開設されても、今のところ町の方では評価替え時に評価を変えてございません。というのは、山林が大分評価額が低いものですから、全部をなかなか見直せないという形ですので、今のところ評価替えは山林の標準地についてはしているんですが、全体の個々の、林道を開設されたからといって、そこが上がるというような形での評価替えは行なっておりません。
以上です。
○議長（澤本　　章君）　よろしいですか。
○３番（原島　伸行君）　はい。
○議長（澤本　　章君）　以上で３番原島　伸行議員の一般質問は終わります。
　以上で日程第２　一般質問はすべて終了しました。
　次に、日程第３　陳情第１号　選択的夫婦別姓制度の法制化に反対する意見書の提出に関する陳情書、日程第４　陳情第２号　子ども手当の廃止を求める意見書の提出に関する陳情書、日程第５　陳情第３号　人権侵害救済法の成立に反対する意見書の提出に関する陳情書、以上３件を一括して議題とします。
　本件については去る６月８日、各常任委員会に審査が付託され、本日、お手元にその結果が報告されております。
　審査の経過並びに結果について、まず総務文教常任委員会委員長　前田　悦男議員から報告願います。前田　悦男議員
［総務文教常任委員会委員長　前田　悦男君　登壇］
○総務文教常任委員会委員長（前田　悦男君）　総務文教常任委員会の陳情審査報告をいたします。
　当委員会は去る６月８日に開会の、第２回定例町議会第１日に付託された陳情第１号　選択的夫婦別姓制度の法制化に反対する意見書の提出に関する陳情書、及び陳情第３号　人権侵害救済法の成立に反対する意見書の提出に関する陳情書について、６月８日の本会議終了後に委員７名と副町長、教育長及び担当課長の出席を得て審査を行ないました。
　審査の経過及び結果について報告いたします。
　まず陳情第１号では、提出された資料に基づき担当課長の説明を求め、次いで事務局に近隣町村の状況を報告させ、直ちに審査に入りました。
　委員に意見を求めたところ、
　内容には賛成する。法制化すると家族の絆を壊し、地域や国がばらばらになる。採択とすべきである。ゆずっても趣旨採択とすべきである。
　陳情の内容はよく理解できる。家族崩壊につながりかねない別姓制度には反対する。
　内容は悪いものではないが、文言を見ると素直に頷けない。提出者の団体が不明であり趣旨採択とすべきである。
　現政権の批判ととられかねない面もある。
　などの意見が出されましたが、採決前に改めて意思確認を行ったところ、全委員が趣旨採択であったため、当委員会としては趣旨採択とすべきものと決定いたしました。
　次に、陳情第３号においても担当課長の説明を求めた後、事務局に近隣町村の状況を報告させ、直ちに審査に入りました。
　委員に意見を求めたところ、
　内容を鵜呑みにしてよいか。平成20年度には法案の提案に至っておらず、今後、国の動向を注視すべきである。

　趣旨だけは採択とすべき。
　言論の自由を阻害するおそれがあり、内容には賛成するが趣旨採択でよい。
　人権侵害は現実には存在するであろうが、時期的に現時点での意見書提出はどうなのか。
　などの意見が出されましたが、この陳情においても採決前に改めて意思確認を行ったところ、全委員が趣旨採択に賛成であったため、当委員会としては趣旨採択とすべきものと決定いたしました。
　以上で総務文教常任委員会の陳情審査報告を終わります。
○議長（澤本　　章君）　総務文教常任委員会委員長の報告は終わりました。
　次に経済厚生常任委員会委員長　清水　典子議員から報告を願います。清水　典子議員。
［経済厚生常任委員会委員長　清水　典子君　登壇］
○経済厚生常任委員会委員長（清水　典子君）　経済厚生常任委員会の陳情審査報告をいたします。
　当委員会は去る６月８日に開会の、第２回定例町議会第１日に付託された陳情第２号　子ども手当の廃止を求める意見書の提出に関する陳情書について、６月８日の本会議終了後に委員７名と町長、担当課長の出席を得て審査を行ないました。
　審査の経過及び結果について報告いたします。
　まず陳情の内容について担当課長の説明を求め、次に事務局に近隣市町村の審議状況を求め、直ちに審査に入りました。
　委員に意見を求めたところ、
　現実には子ども手当が既に支給されているので趣旨採択でよい。
　子ども手当制度は既に動いている。制度自体は悪くはないので趣旨採択でよい。
　奥多摩町でも６月15日に支給予定されているので趣旨採択でよい。

　子ども手当の趣旨がよくわからないが、既に出発しているので趣旨採択でよい。
　次年度の財源対策も不明だが、趣旨採択でよい。
　国にお金がないのに日本に滞在する外国人にも支給される。海外に赴任中の日本人には支給されない。このやり方はおかしい。趣旨採択でよい。
　などの意見が出され、趣旨採択に賛成の意見が多く、陳情第２号について趣旨採択とすることで採決の結果、委員全員の挙手をもって当委員会としては趣旨採択とすべきものと決定しました。
　以上で経済厚生常任委員会の陳情審査報告を終わります。
○議長（澤本　　章君）　以上で報告は終わりました。
　これより質疑に入ります。
　ただいま上程の陳情第１号の総務文教常任委員会委員長報告について、所管外で質疑があればお願いします。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で陳情第１号の総務文教常任委員会委員長報告についての質疑を終結します。
　次に、陳情第２号の経済厚生常任委員会委員長報告について、所管外で質疑があればお願いします。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で陳情第２号の経済厚生常任委員会委員長報告についての質疑を終結します。
　次に、陳情第３号の総務文教常任委員会委員長報告について、所管外で質疑があればお願いします。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で陳情第３号の総務文教常任委員会委員長報告についての質疑を終結します。
○議長（澤本　　章君）　次に、ただいま上程の陳情第１号から陳情第３号までについて、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第３　陳情第１号について、総務文教常任委員会委員長の報告は趣旨採択とすべきものであります。これに賛成の議員は起立願います。
［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、陳情第１号については本陳情を委員長報告のとおり趣旨採択とすることに決定しました。
次に、日程第４　陳情第２号について、経済厚生常任委員会委員長の報告は趣旨採択とすべきものであります。これに賛成の議員は起立願います。
［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、陳情第２号については本陳情を委員長報告のとおり趣旨採択とすることに決定しました。
次に、日程第５　陳情第３号について、総務文教常任委員会委員長の報告は趣旨採択とすべきものであります。これに賛成の議員は起立願います。
［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、陳情第３号については本陳情を委員長報告のとおり趣旨採択とすることに決定しました。
　次に、日程第６　各常任委員会、議会運営委員会及び下水道事業特別委員会の特定事件に関する閉会中の継続調査について、を議題とします。
　お諮りします。本件については、各常任委員会、議会運営委員会及び下水道事業特別委員会から継続調査の申し出がありましたので、お手元に配布の特定事件継続調査事項表のとおり、閉会中の継続調査にしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、本件につきましては閉会中の継続調査とすることに決定しました。
　以上で本定例会に付議された案件の審議はすべて終了しました。
　ここで本定例会の閉会にあたり町長よりあいさつがあります。河村　文夫町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　６月８日開会いたしました平成22年第２回奥多摩町議会定例会の閉会にあたり、一言ごあいさつ申し上げます。

　私から提案いたしました、専決処分７件、条例の一部改正２件、人事案件１件、報告１件、契約案件３件、計14件の案件につきましては、慎重なご審議をいただき、全議員皆様のご理解により可決決定いただきましたことにつき、まずもって感謝を申し上げます。

　また、議員提出議案第４号　奥多摩町議会議員定数条例による定数が、次回一般選挙から２名減員し、12名とする。このことから議員提出議案第５号　奥多摩町議会議員定数条例に関する付帯決議が提案され、多数をもって可決決定されました。

　全議員の皆様方が、１年間を費やし議会改革検討委員会で議論検討してきました結果である、と受け止めております。
　また、本日は議員６名から９件、私の町政運営に関する一般質問をいただき、ご答弁をさせていただきました。
　さて、平成22年３月31日をもって平成の大合併が一段落し、町が757、村が184、計町村が941、市が786、市町村の合計が1,727となり、合併特例法以前に比べ市町村の数が約47％減りました。

　私たちの町は合併せず単独で自立した町政運営の選択を行い、将来、継続して安定した行財政運営を実施していくためには相当の覚悟と努力が必要であると考え、今まさにその努力をしている途上であります。
　このため、将来財政負担の軽減を図るための「水道事業の都営一元化」、「町行政改革」の実施をするとともに、他市町村と比較して遅れている社会基盤整備として、下水道整備事業、生活道路の建設、少子高齢化に伴う若者定住化対策等、「東京都市町村総合交付金」を確保し、財源の確保を図って実行しているところであります。
歳入財源の63％を国都に依存し、特に東京都に対しましては40.3％依存している町の現在の状況からして、私は今一番必要かつ重要なのは、町の特殊事情を東京都に理解していただき、支援していただくことだと考えております。

財源確保なくして政策、事務事業の実行は不可能であります。今後も着実に身の丈にあった行財政運営に努めてまいりますので、今後も議員皆様にはさらなる町の財政状況を十分ご賢察いただき、ご指導ご協力いただきますようお願い申し上げまして、平成22年第２回奥多摩町議会定例会閉会のごあいさつとさせていただきます。

大変ご苦労さまでございました。
○議長（澤本　　章君）　以上で町長のあいさつは終わりました。
以上をもって平成22年第２回奥多摩町議会定例会を閉会といたします。

　長期間の審議、大変ご苦労さまでした。
午後１時55分　閉会

　地方自治法第123条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　奥多摩町議会議長
　　　　　　奥多摩町議会議員
　　　　　　奥多摩町議会議員
